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1 はじめに 

1.1. 研究背景 

 2016 年熊本地震の死者数は 270 名であり，そのうち約 80%の 215 名は災害関連死である

1)。災害関連死は，災害に伴う間接的な要因により死亡した事例であり，車中避難によるエ

コノミークラス症候群が例として挙げられる 2)。災害関連死の一因として，被災者数が避難

所の収容人数を上回ること（以下，被災者のあふれ）が原因である 3)。災害関連死を避ける

ためには，災害“後”に，被災者数を即時に推定するとともに，避難所へ行く建物被害の目

安を示す必要がある。また，災害“前”に，被災者があふれやすい地域を特定し，その地域

に適した防災対策を提案することも重要である。 

災害時における被災者数の推定に関する研究として，防災科学研究所の J-RISQ4)などが挙

げられる。J-RISQ では，全国に設置されている強震観測網で得られた地震動から約 250m 四

方の地域メッシュ単位で地震動強さ分布を推定している。さらに，それらの地域メッシュに

フラジリティーカーブを適用させることで，建物および人的被害状況の分布を災害後即時

に推定する手法を構築している。また，被災者のあふれに関する研究として，森らは，避難

リスク（避難所からあふれ出る人数とその可能性）の観点から，建物の耐震性能と被災者の

あふれの関係について整理し，学校建物と木造住宅の耐震化戦略について検討している 5)。

さらに，大佛らは，災害時における建物被害だけでなく，火災，断水，停電被害も対象とし

た物的被害により発生する避難行動をモデル化し，避難所における混雑状況を推定してい

る 6)。他にも災害時における被災者数を推定する研究は活発的に行われているが，いずれの

研究も過去に起きた地震被害に基づいて確率・統計により評価している。 

1.2. 研究目的 

これらの研究に対し，都市計画基礎調査に基づいて作成された多質点系せん断ばねモデ

ルによる，建物の被害分布を災害“後”即時に推定する手法（Timely Damage Mapping System，

以下，TM システム）について検討した 7)。TM システムの説明として，評価フローを図 1.1

に示す。TM システムは動的漸増解析により建物の被害を評価する．つまりは建物の被害を

物理量に基づいた評価を行う点が特徴である。これにより，建物の被害を，確率・統計に基

づいて評価する従来の研究と比較して，地震の位相特性や周期特性の違いによる影響を小

さくすることができる。 

本報告書では，まず，第二章で都市計画基礎調査に基づいた建物のモデル化と応答評価，

第三章で最大地動速度分布と建物の被害分布の算出方法を説明する。次いで，第四章では，

愛知県豊橋市を対象として，南海トラフ相当地震を想定した避難所の混雑状況を災害“後”

即時に推定する手法を構築する。また，五章ではその結果から物資量，避難所へ行く建物被

害の目安についても検討する。さらに，第六章では，災害“前”に被災者があふれやすい地
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域を評価し，その防災対策を提案する。七章以降では被害関数の適応例による TM システム

の比較や避難所の混雑度を緩和するための最適化についての提案を行う． 

 

図 1 TM システムの評価概要及び本報告書の研究構成 

2.都市計画基礎調査に基づいた建物のモデル化 

2.1. 都市計画基礎調査を用いた建物の解析モデル 

 まず，本論で使用する都市計画基礎調査の概要について図 2 示す。都市計画基礎調査は，

「都市計画法第 6 条に基づき，都市における人口，産業，土地利用，交通などの現況及び将

来の見通しを定期的に把握し，客観的・定量的なデータに基づいた都市計画の運用を行うた

めの基礎となるもの」と国土交通省により定義され，個々の建物に建物利用現況に関する情

報が記されている。本報告書では，都市計画基礎調査内の「構造形式」，「年代」，「階数」，

「建築面積」，「延床面積」，「居住人数」の値を用いて，建物被害を推定する。また，都市計

画基礎調査は，5 年ごとに更新される。つまり，TM システムの都市計画礎調査を更新すれ

ば，被害推定に関する最新結果が得られるため，TM システムは防災対策に有用であると言

える。 

 

【第 章】建物の被害分布

【第 章】都市計画基礎調査に基づいた建物のモデル化

【第 章】漸増動的解析による建物の応答評価

【第 章】クリギング法による最大地動速度分布

TMシステム概要

【第 章】
被災者数、物資量の即時推定

【第 章】
被災者数、物資量の即時推定

 
【都市計画基礎調査概要】

①構造形式

②建築年

③階数

④建築面積

⑤延べ床面積

⑥居住人数 A1F =100m2

A2F

W2F

2.8m

2.8m

2.8m

2.8m

W1F
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2.2. 建物のパラメータと復元力特性 

次に，建物のパラメータと復元力特性の概要について図 3 に示す。まず，建物のパラメー

タについて説明する。解析対象の建物は 2 階以下の木造住宅を対象とし，非木造住宅は今後

の課題とする。建物のパラメータは，3種類の建築年代と 6種類の建物形状を組み合わせた，

全 18 種類から構成される。具体的に，建築年代は，当時の耐震設計基準に基づいて，1981

年以前，1981 年から 1999 年の期間，2000 年以降の 3 つに大別する 8)。以後，これらを「1959

年基準」，「1981 年基準」，「2000 年基準」と呼ぶ。一方，建物形状は，建築面積に対する 2 

階の床面積の比率（以下，形状係数）が 0.0，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0 となるように設定した。

ここで，2 階の床面積は，都市計画基礎調査の延床面積から建築面積を引いた値とする。ま

た，建物高さ h は，文献 9) と同様に，2.8m と仮定した。次いで，解析モデルを説明する。

解析モデルは，多質点系せん断ばねモデル（図 1）である。各階の重量 W1F，W2F は，次式

で表す 9)。 

1F 2F 1F 2F

2F 2F

/ 2

/ 2
f o i l r o r

r o i

W w w w w A w w w A A

W w w w A
  (1) 

ここで，wr，wo，wi，wf，wl は，屋根，外壁，内壁，床，積載荷重の単位面積あたりの

重量 10) であり，表 1 にまとめる。また，A1F は 100m2，A2F は A1F に形状係数 を乗じた値

である。 

 
表 1 床面積 1m2 あたりの重量 10)[kN/m2] 

 

 
解析モデルの復元力特性について説明する。本解析における復元力特性はバイリニア要

素とスリップ要素の並列ばねである。図の縦軸は層せん断力 Q であり，横軸は 1 階の水平

変位 1F を 1 階の高さ h で除した層間変形角 r である。過去の木造住宅の被害では 2 階より

も 1 階の被害が大きかったため，本報告書では 1 階の層間変形角を検討対象とする。ここ

で，降伏耐力 Pyは次式で表す。 

y i iP C W     ・・・  (2) 

屋根 外壁 内壁 床 積載

w r w 0 w i w f w l

1959年基準 2.40 1.20 0.45
1981年基準 1.30 1.20 0.20
2000年基準 0.95 0.75 0.20

耐震基準

0.60 0.60

図 2 都市計画基礎調査の概要 図 3 建物のパラメータと解析モデルの概要 
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上式における層せん断力係数 Ci は，建物年代，階数および屋根の重さで異なる値であ

り，本報告書では安全側に評価するために文献 8) 中の“重い屋根”を対象とした。ここ

で，実被害を再現するために下記条件より再現係数 を設定する。 

①木造住宅の実験結果 11) 

②広域被害推定 9)に関する知見 

③木造住宅の実態調査 12) 

層せん断力係数 Ciと再現係数を表 2 にまとめる。 

 

 

図 4 復元力特性の概要 

表 2 層せん断力係数と再現係数 9),11),12) 

 

バイリニア要素

ks1

ks2
kb1

kb2

層せん断力Q[kN]

水平変位 [mm]

117
3012010000 hhh

0.2PY

PY

1.8PY

kb1 ks1

kb2 ks1

kb2 ks2
継続使用の
限界

Q Q Q

建物の復元力特性スリップ要素

平屋 二階建て

1F 0.155 0.115 3.00
2F - 0.155 3.72
1F 0.267 3.00
2F 0.373 3.72
1F 0.337 3.00
2F 0.471 3.72

2000年基準

耐震基準
層せん断力係数Ci 再現係数

b

1959年基準

1981年基準
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形状係数 0.6 1981 年基準 

建物の復元力特性は，建物の降伏耐力 Pyを用いて，次式で表現される 13)。 

［第一折れ点］ 

1 285.8 /yK P h  

  1 0.2 yP P     ・・・  (3) 

1 7 /10000d h  

［第二折れ点］ 

2 104.8 /yK P h  

  2 yP P       ・・・  (4) 

2 1/120d h  

［第三折れ点］ 

3 32 /yK P h  

  3 1.8 yP P     ・・・  (5) 

3 1/ 30d h  

本報告書では，建物の安全限界を 3.3%と定義し 13)，それ以降の剛性低下は考慮しない。 

3. 被害推定モデルの漸増動的解析による建物の応答評価 

ここでは，漸増動的解析による建物の応答評価について説明する。漸増動的解析 14)は，同

一建物モデルに対して入力波の加速度倍率を漸増させた非線形時刻歴応答解析を行い，地

震動強さと建物の応答の関係（以下，IDA 曲線）を得る手法である。本報告書では，地震動

強さに地動最大速度（以下，PGV），建物の応答に値として最大となる層間変形角 |± rmax|

（以下，最大層間変形角 R）を採用した。また，本解析では，全 345 種類の地震動を対象に

Newmark 法の平均加速度法を用いて非線形時刻歴応答解析を行い，IDA 曲線を作成した。

さらに，345 種類の IDA 曲線群より算出された 50 パーセンタイル値（以下，50 パーセンタ

イル曲線）を用いて，全 18 種類のパラメータに対して応答評価を行った。本解析で得られ

た IDA 曲線を，建物年代と建物形状に着目して図 5 に示す。 

 

  

図 5(a) 年代ごとの IDA 曲線 図 5(b) 形状ごとの IDA 曲線 

 

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0 50 100 150 200

PGV[kine]

R [rad]

1981年基準

1959年基準

2000年基準

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0 50 100 150 200

PGV[kine]

R [rad]
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
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図の縦軸は最大層間変形角 R，横軸は PGV である。図中の灰色の線は IDA 曲線群であり，

色付きの線は 50 パーセンタイル曲線である。図中，線の色により建物年代，線の種類によ

り建物形状を区別している。また，図 5(a)は形状係数が 0.6，図 5(b)は 1981 年基準を例とし

て示している。 

 いずれの IDA 曲線も建物年代と建物形状に関わらず，PGV の増加に伴い，最大層間変形

角 R は概ね単調に増加している。また，建物年代に着目した IDA 曲線（図 5(a)）を見ると，

1981 年基準と 2000 年基準の IDA 曲線の傾きは同程度である。これに対し，1959 年基準の

IDA 曲線の傾きは比較して大きいことがわかる。たとえば，PGV が 100kine の最大層間変形

角を見ると，旧耐震基準である 1959 基準の最大層間変形角は 3.2%となり，新耐震基準であ

る 1981 基準と 2000 年基準の最大層間変形角と比較して，1.5 倍程度になった。一方，建物

形状に着目した IDA 曲線（図 5(a)）を見ると，建物形状が建物の応答に及ぼす影響は，建物

年代と比較して小さい。 

4. クリギング法による最大地動速度分布 

4.1. 実地震動に基づいた PGV 分布の推定と被害推定  

 ここでは，図 6 中の灰色の塗り潰しで示した豊橋市を対象として，最大地動速度の分布

（以下，PGV 分布）と建物の被害分布について検討する。 

4.1.1. 入力地震動について 

本解析では，235m x 285m の面積を 1 グリッド単位として解析を行った。検討対象となる地

震動は，2020 年 9 月 27 日静岡県西部が震源となる M5.1 の地震（最大震度 4）15)である。ま

た，当該地震動の観測点は豊橋市役所，豊橋中消防署，AIC015(K-NET)，AICH09(KiK-net)，

AICH22(KiK-net) であり，その PGV はそれぞれ 2.1，2.7，3.1，1.2，4.7kine だった。 

 

 

 

図 6 検討対象となる地震動とその観測点 (地理院地図（電子国土 web）に追記して記載) 
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4.1.2. クリギング法による未観測地点の PGV 推定 

次いで，PGV 分布の推定方法を図 7 に示す。まず，地盤の影響を考慮するために，観測

した PGV（図 7 中，赤色のマーカー）を，グリッドごとの地盤増幅度で除す（図 7 中，①

の矢印）。本研究で用いた地盤増幅度は防災科学技術研究所の地震ハザードステーション 16)

（以下，J-SHIS）より引用し，その分布を図 8 に示す。 

 
 

図 7  PGV 分布の推定方法 図 8 地盤増幅度分布 16) 

 
 次に，基盤面における未観測点の PGV を得る（図 7 中，②の矢印）。本報告書では，未観

測点の PGV をクリギング法 17)により算出した。クリギング法は，既知数の分布から未観測

点の値を推定する空間補間法である。具体的には，基盤面における未観測点の PGV(i) は，

推定領域における n 個の観測点の PGV(k) に，クリギング係数 k で重みづけした線形和とし

て，次式で表現される。 

 
1

PGV( )= PGV( )
n

k
i

i k    ・・・  (6) 

クリギング係数 k は，各観測点の距離 hj,k および観測点と推定点間距離 h0,k に対する理論バ

リオグラム  (h)とラグランジュの未定乗数 を係数とする n+1 元連立一次方程式として，次

式で表す。 

1.1 .1 1 0.1

1. . 0.

( ) ( ) 1 ( )

( ) ( ) 1 ( )
1 1 0 1

n

n n n n n

h h h

h h h

L

M O M M M M

L

L

    ・・・  (7) 

また，本報告書では，理論バリオグラムにガウスモデルを採用し，次式で定義する。 

①

②

③

70kine

2.1kine

1.7kine

④

地表面のPGV分布

(図10)

基盤面のPGV分布

(図9)

南海トラフ相当地震
のPGV分布 (図11)
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2

( ) ( ) 1 exp hh b c b
a

    ・・・  (8) 

a，b，c は，理論バリオグラムのパラメータであり，観測結果から各観測点間の距離と非類

似度の関係を整理した経験バリオグラムから求まる。この動作を解析領域内の全グリッド

に適用し，図 9 に示す基盤面の PGV 分布を得る。その後，基盤面の PGV 分布に，各グリッ

ドの地盤増幅度を乗じて，図 10 に示す地表面の PGV 分布を得る（図 7 中，③の矢印）。 

 

  

図 9 基盤面の PGV 分布 図 10 地表面の PGV 分布 

 
まず，基盤面の PGV 分布（図 9）に着目する。基盤面の PGV 分布は，観測点を中心に放

射状を描くような PGV 分布となる。また，豊橋市北部の観測点における PGV 分布が比較

的大きい結果となり，震源地に近い観測点ほど PGV 分布が正確に表現されていることがわ

かる。次に地表面の PGV 分布（図 10）に着目する。地表面の PGV 分布は，基盤面の PGV

分布と比較して地盤増幅度の分布と類似しており，地盤増幅度の分布に依存することがわ

かる。また，観測点ごとの PGV は最大で 4.8kine となっており，比較的小さい。 

 

4.1.3. 倍率を加えた PGV 分布の検討 

ここで，南海トラフ地震で想定される PGV 分布（以下，J-SHIS の PGV 分布）を図 11 に

示す。図は，J-SHIS より得た南海トラフ地震で想定される計測震度分布 16)を次式 18)により，

PGV 分布として変換した結果である。 

10
9.95459log PGV 6.11033

0.213
I
    ・・・  (9) 

I：計測震度 
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J-SHIS の PGV 分布を見ると，豊橋市役所の PGV は，約 70kine だった。これに対し，本

解析により得られた地表面の PGV 分布（図 10）を見ると，豊橋市役所の PGV は，2.1kine

となり，比較的小さかった。したがって，豊橋市役所の PGV を基準として，本解析により

得られた地表面の PGV 分布に対して 70/2.1 の倍率を乗じることにより，図 12 に示す南海

トラフ相当地震の PGV 分布を得る（図 7 中，④の矢印）。以後，これを 70kine 地震と呼ぶ。

これに加え，次章では，地表面の PGV 分布に 100/2.1，35/2.1 の倍率を乗じた地震（以下，

100kine 地震，35kine 地震）の PGV 分布も算出し，PGV の大きさが被災者に及ぼす影響に

ついても検討する。 

 

 
 

図 11 J-SHIS の PGV 分布 図 12 南海トラフ相当地震の PGV 分布 

 

4.2. 建物の被害棟数分布 

まず，建物の被害分布について説明する。本研究における被害分布は，建物の床から床ま

での相対的な変形量である層間変形角に着目して被害分布の推定を行う。 

南海トラフ相当地震における建物の被害分布を図 13 に示す。ここで，図 13 における被

害分布は，最大層間変形角が 3.3%を閾値とし，各グリッドの PGV を用いて，IDA 曲線（PGV

と最大層間変形角の関係）により算出した。図中，コンター図の濃淡が濃くなるほど，最大

層間変形角が 3.3%を超える建物が多いことを表している。なお，図中の破線は，後述する

対象校区を示している。 
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 対象校区に着目する。70kine 地震の PGV

分布（図 12）を見ると，地盤増幅度の影響に

より，対象校区の中部は，西部と比較して

PGV が小さい。一方，南海トラフ相当地震

における被害分布（図 13）を見ると，層間変

形角が 3.3%を超える建物は，対象校区の中

部で多いことがわかる。この要因として，対

象校区の西部では建物が少ないのに対し，中

部では建物が密集しているためである。 

以上より，二章から四章までの一連の手法

を掛け合わせることで被害分布の導出が可

能となる。 

 

5. 南海トラフ相当地震を想定した被災者数と物資量 

5.1. 南海トラフ相当地震を想定した被災者数の検討  

本章では，南海トラフ相当地震である 70kine 地震の PGV 分布（図 12）を用いて，被災者

数を推定する。図 14 に検討対象とする校区を示す。対象校区は，吉田方，松葉，下地，花

田，羽根井，松山，新川，八町，旭，向山，つつじが丘および福岡校区の 12 校区とする。 

 

 

図 14 検討対象の校区 

 

5.1.1. 検討対象とする校区及び避難所の収容人数 

次に使用する避難所として愛知県では以下に示す避難所が定義され，運用されている 19)。 

① 第一指定避難所 

災害被害より居住できなくなったとき、又は被害のおそれのある場合に避難する施設

（主に市民館が対象） 

0 3km21

吉田方

松葉
下地

花田
羽根井

福岡
つつじが丘松山

新川

向山

旭

八町

 

図 13 南海トラフ相当地震の被害分布 
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② 第二指定避難所 

第一指定避難所が収容能力を超えた場合などに使用する施設（主に小学校，中学校，高

校，大学が対象） 

③ 福祉避難所 

指定避難所での避難生活が困難な被災者がいる場合に使用する施設（主に福祉センター

が対象） 

④ 津波防災センター 

津波防災センターは、津波が発生した場合に使用する施設（三郷地区，天津地区，梅薮

地区に立地） 

⑤ 帰宅困難者等支援施設 

帰宅困難者等支援施設は、大地震の発生直後や東海地震の警戒宣言が発令されたときに、

公共交通機関の運行停止によって駅周辺に滞留した人の帰宅を支援するための施設（こ

ども未来館，穂の国とよはし芸術劇場が対象） 

⑥ 津波避難ビル 

高台までの避難に相当の時間を要する平野部において、津波の襲来の覚知が遅れた人や、

迅速に避難できない要援護者が、一時的に津波から避難する施設として指定し、被害の

軽減を図るための施設（一部小学校，民間施設，公共施設が対象） 

⑦ その他 

・広域避難場所：大火災時における大規模な避難に適する場所 

・拠点避難場所：地域の防災活動の拠点となる場所 

・一時避難場所：1000m²以上の公園であり，指定避難所へ避難する前に自主的に避難し 

て様子を見る場所 

なお本報告書では収容人数に第一指定避難所（公民館）と第二指定避難所（小学校，中学校）

の合計値を用いる。以下の表 3(a)に検討対象とする第一指定避難所の建物情報，表 3(b)に第

二指定避難所の建物情報を示す。 
 

表 3(a)  検討対象とする第一指定避難所の建物情報 19) 

 
 
 

吉田方 松葉 下地 花田 羽根井 松山

吉田方校区市

民館

松葉校区市民

館

下地校区市民

館

花田校区市民

館

羽根井地区市

民館

松山校区市民

館

新川 八町 旭 向山 つつじが丘 福岡

新川校区市民

館

八町校区市民

館
旭校区市民館

向山校区市民

館

つつじが丘校

区市民館

福岡校区市民

館

検討対象の第一指定避難所
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表 3(b)  検討対象とする第二指定避難所の建物情報 19) 

 
 

ここで，校区の人口と検討対象の避難所の収容人数を表 4 に示す。本報告書では，解析対

象が木造住宅のみであることから，木造住宅 Pw (表 4)の値のみを用い，避難所の収容人数は

合計 C(表 4)被災者の検討を行う。  

 

表 4 対象となる校区の人口と収容人数 19) 

 
 
 
 
 

吉田方 松葉 下地 花田 羽根井 松山

吉田方小学校 松葉小学校 下地小学校 花田小学校 羽根井小学校 松山小学校

吉田方中学校 北部中学校 羽田中学校
前田南地区体

育館

新川 八町 旭 向山 つつじが丘 福岡

新川小学校 八町小学校 旭小学校 向山小学校
つつじが丘小

学校
福岡小学校

中部中学校 豊城中学校
藤ノ花女子高

等学校

豊橋東高等学

校

豊橋中央高等

学校

豊橋市公会堂
豊橋商業高等

学校

検討対象の第二指定避難所

非木造住宅

P S, RC

木造住宅

P w
第一指定
避難所

第二指定
避難所

合計
C

吉田方校区 7485 10038 93 3165 3258
松葉校区 3466 3193 94 1081 1175
下地校区 2403 3824 105 2014 2119
花田校区 3148 3719 99 2929 3028

羽根井校区 5173 3971 70 1070 1140
松山校区 4978 1642 85 1434 1519

新川校区 3474 1847 85 2290 2375

八町校区 1659 1822 79 2451 2530

旭校区 1486 2647 88 2760 2848

向山校区 3061 4150 114 2894 3008

つつじが丘校区 4883 4765 79 1355 1434

福岡校区 7036 6460 105 3261 3366

校区

人口 [人] 避難所の収容人数 [人]
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5.1.2. 被災者の推定手法 

まず，吉田方校区における 1 グリッド内の個々の建物に着目した被害状況を図 15(a)に示

す。図の横軸は建物を年代順に表示した建物の識別番号，縦軸はその識別番号に応じた建物

の最大層間変形角である。図中，水平の一点鎖線は，避難所に行く建物被害の目安として避

難時変形角 Raと定義し，ここでは 3.3%を避難の閾値とする。 

 
 

図 15(a) グリッド内の建物被害 

 
図 15(a)より，約半分の建物は，最大層間変形角が 3.3%以上となった。特に，1959 年基準

の建物を見ると，全ての建物は層間変形角が 3.3%を超えている。一方，2000 年基準の建物

を見ると，ほとんどの建物は層間変形角が 3.3%以下となっていることがわかる。よって，

南海トラフ相当地震では，避難時変形角 Ra を 3.3%とした場合，一部の 1981 年基準の木造

住宅及び 1959 年基準の木造住宅が避難の対象となることがわかる。 

次いで，吉田方校区のグリッドに着目した被災者数を図 15(b)に示す。図の横軸は建物の

緯度，経度情報を用いて西から東の順番に表示したグリッドの識別番号，縦軸はその識別番

号に応じたグリッド内の被災者数である。グリッド内の被災者数は，層間変形角が 3.3%以

上となった建物（図 15(a) 中，一点鎖線より上）の居住者のすべてのグリッドにおける合計

値である。また，凡例として吉田方校区の被害分布も併せて示す。 

 
 

図 15(b) 吉田方校区の被災者（避難時変形角 Ra ≧3.3%を避難の閾値）  

285m

235m

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0

0 20 40 60 80 100 120

層間変形角R
i
 [%]

建物の識別番号

1959年 1981年 2000年
基準 基準 基準

0
50

100
150
200
250
300
350
400

0 30 60 90 120 150 180

グリッド内における避難者数 [人]

グリッドの識別番号
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図 15(b)より，吉田方校区では，全 171 グリッド中 13 グリッドで 200 人以上の被災者が推

定される。特に，吉田方校区の東部を見ると，建物の被害棟数に応じて，被災者数は増加す

る。また，吉田方校区の被災者数 N は，グリッド内の被災者数の合計値であり，8,145 人だ

った。よって，前章での被害分布結果と比例して豊橋市の中部と同位置となる吉田方校区の

東部で被災者が多くみられることがわかる。 

 最後に，対象校区ごとの避難所からあふれた被災者数を図 15(c)にまとめる。図の横軸は，

校区の種類である。一方，縦軸は，各校区の被災者数 N から避難所の収容人数 C19)を引いた

値，つまり，N-C が正となれば，一定閾値での被災者が校区ごとに設定されている収容人数

を上回っていると言えるため，避難所から被災者があふれることを表現している。 

 
  

図 15(c) 対象校区ごとの混雑状況（避難時変形角 Ra ≧3.3%を避難の閾値） 

 

図 15(c)より，吉田方，羽根井，福岡校区を見ると，棒グラフの色が灰色となり，N-C が

正となる。よって，避難所から被災者があふれることが予想される。また，その N-C の値と

して，吉田方校区で 4,887 人，吉田方校区で 1,584 人，福岡校区で 1,233 人であり，その合

計は 7,704 人だった。一方，吉田方，羽根井，福岡校区以外の 9 校区を見ると，N-C が負と

なり，避難所はあふれず，余裕のある状況と言える。また，その 9 校区における N-C の合

計は，14,892 人だった。したがって，吉田方，羽根井，福岡校区の被災者を他の校区の避難

所に分散するための計画を講じれば，被災者のあふれを回避できる。 

 

5.2. 被災時の被災者数推移及び被災時物資量の検討 

ここでは，被災時の被災者数推移及び被災時物資量について検討する。発災からの経過

日数 T と被災者数 N は，次式 20) で表す。 
1 2

1 2( ) T TN T e e     ・・・  (10) 

ここで，  1， 2， 1， 2 は，発災からの経過日数に応じた被災者数の減少程度を表すパラメ

ータである。本来，豊橋市における減少程度のパラメータを使用し，地域特性に応じた減少

程度を検討するべきである。しかしながら，検討対象の地域では，過去に被害がみられるほ
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どの地震が発生していない。そのため，実際に減少程度を示すパラメータを算出することが

できない。そこで， 2016年熊本地震の被害より算出したパラメータ 20)を採用し，  1=131702，

2=17106， 1=0.223， 2=0.024 として，想定される最大被災者数を用いた比より，校区ごと

の被災者数推移を算出した。吉田方校区を例として，発災から 7 日間の被災者数の推移を図

16 に示す。なお，グラフ上記に示すグラデーションの図は，一例としている吉田方校区の

PGV 分布である。図中，実線は 100kine 地震，一点鎖線は 70kine 地震，破線は 35kine 地震

である。また，水平の点線は，吉田方校区における避難所の収容人数を示している。言い換

えると水平の点線は収容人数の限界線であり，点線以上は被災者があふれている状況を表

している。一方で，被災者が収容人数下回る場合，全ての混雑回避の状況を表してい 

 

 
図 16 発災から 7 日間の被災者数の推移（吉田方校区） 

 
 35kine 地震を見ると，発災時の被災者数は 43 人であった。そのため，発災時の時点から

混雑回避の状況である。一方，70kine 地震，100kine 地震を見ると，発災 7 日後には 3 割程

度まで被災者が減少し，被災者数が収容人数を下回り，混雑回避を見込むことができる。 

 次に，被災者数推移の結果より，発災時から 7 日間までに必要とする物資量の検討を行

う。なお，本検討では物資量として水量に着目する。物資量は，発災 7 日間における被災者

数の累積値と人が 1 日で必要とされている物資 w の積として，次式より算出する。 
7

1
( )

i
W N T w    ・・・  (11) 

本報告書では，物資の対象を飲料水とし，w を 1.5L21)とした。対象校区ごとの物資量を図 17

にまとめる。図中，マーカーの種類により，100kine，70kine，35kine 地震を区別している。 

 

0
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70kine
100kine

35kine

経過日数T
1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目発災時

避難者数N x 1000[人]
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図 17 対象校区ごとの物資量 

 
ここで，福岡校区を見ると，70kine 地震が発生した場合，7 日間で約 43ton の飲料水が必

要となることがわかった。また，本手法を用いれば，飲料水以外の物資量を推定することが

できる。たとえば，災害時のトイレについて，ライフラインの有無，設置場所，処理方法を

仮定すれば，(11)式を用いて必要な仮設トイレの数量を計算することができ，これについて

は今後の課題とする。 

 

5.3.  被災者のあふれを回避するための建物被害 

本節では，避難時変形角 Ra に着目した 0.1%刻みの漸増解析を行い，被災者のあふれを回避

するための建物被害を検討する。吉田方校区を対象とした避難時変形角 Ra の漸増解析結果

を図 18 に示す。図の縦軸は収容人数に対する被災者数の比 N/C であり，横軸は避難時変形

角 Ra である。図中，線種の表現は，図 16 と同様である。また，水平の点線は N/C が 1.0，

つまりは被災者があふれる閾値である。 

 

 
図 18 避難時変形角の漸増解析 
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ここで，35kine 地震に着目すると，避難時変形角 Ra が 1.0%まで横ばいとなり，これを境

に減少する。また，避難時変形角 Raが 2.0%以降で，N/C は 1.0 以下となった。したがって，

35kine 地震が発生した場合，建物の最大層間変形角が 2.0%以上となった居住者のみを避難

所避難の対象とすることで，避難所の混雑を回避することができると言える。ここで，N/C

が 1.0 となる避難時変形角を，被災者のあふれを避けるために在宅避難が推奨される最大層

間変形角の最小値と定義し，あふれ回避変形角 Rbと呼ぶ。 

この手法を同様に行い，対象校区ごとのあふれ回避変形角 Rb の結果を図 19 にまとめる。 

 

 
図 19 対象校区ごとの混雑回避変形角 

 
ここで，図 19 より，新川，八町，旭校区を見ると，避難所の収容人数が木造住宅の居住者

人数を上回っているため，あふれ回避変形角 Rb はゼロとなった。一方，羽根井校区のあふ

れ回避変形角 Rb は，12 校区で最大だった。これは，羽根井校区は，地震による被害を受け

やすい建物が多いことや，避難所の収容人数が少ないことが原因であり，次章で考察する。 

 次いで，地震の大きさに着目する。地震の PGV が大きくなるほど，あふれ回避変形角 Rb

は，概ね比例して増加している。たとえば，松山校区を見ると，35kine 地震で Rb=0.9%，

70kine 地震で Rb=2.1%，100kine 地震で Rb=3.3%となった。また，70kine 地震に着目すると，

吉田方，羽根井，福岡校区のあふれ回避変形角 Rbは，建物の安全限界 3.3%を上回った。言

い換えれば，南海トラフ相当地震が起きた場合，吉田方，羽根井，福岡校区では，被災者の

あふれが回避できないことが予想され，建物被害も多くみられる校区であるといえる。 

 以上より，本章で提案した手法を TM システムに導入すれば，被災者数，7 日間で必要な

物資量，あふれ回避変形角を発災後即時に算出することができ，災害後の避難対応や，事前

の解析により災害前の注意喚起を促すなど，多方面からの災害対策に活用できる。 

なお，本章で得られた，35kine 地震，70kine 地震，100kine 地震ごとの被災者数，7 日間

で必要な物資量，あふれ回避変形角を表 5 にまとめる。 
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表 5 対象校区の被災者数、物資量、混雑回避変形角 

 
 

6. 被災者のあふれに関する防災対策 

6.1. 建物の耐震性能に着目したあふれ回避変形角 

 前章までは，発災“後”を対象として，実地震を用いた TM システムによる，被災者数，

7 日間で必要な物資量，あふれ回避変形角の即時推定について検討した。しかしながら，前

章までで算出された被災者数は，PGV の大きさおよびその分布に依存する。したがって，

本章では，発災“前”を対象として，被災者のあふれに関する防災対策を提案する。具体的

には，対象地域の全グリッドに同一の PGV を分布させ，四章（4.章 クリギング法による

最大地動速度分布）と同じ手法で被災者数を算出する。これにより，PGV の大きさと分布

の影響を無視することができ，全ての建物に同一の PGV を与えることができる。それによ

り，建物の耐震性能に着目して，あふれ回避変形角を検討することができる。解析手法とし

て PGV は 10kine 刻みで PGV を漸増させ解析を行う。まず，吉田方校区を例として，建物

の耐震性能に着目した避難時変形角の漸増解析結果を図 20 に示す。図の表現は図 18 と同

様であり，線の種類により PGV の大きさを区別している。 

 

35kine 70kine 100kine 35kine 70kine 100kine 35kine 70kine 100kine

吉田方校区 43 8145 10038 0.3 55.4 68.2 2.1 4.7 5.9

松葉校区 0 931 2933 0.0 6.3 19.9 1.3 3.0 4.6

下地校区 0 610 2917 0.0 4.2 19.8 1.0 2.3 3.6

花田校区 0 2046 3636 0.0 13.9 24.7 1.1 2.7 4.0

羽根井校区 37 2724 3968 0.3 18.5 27.0 2.0 4.5 6.1

松山校区 0 526 1422 0.0 3.6 9.7 0.9 2.1 3.3

新川校区 0 138 1160 0.0 0.9 7.9 0.0 0.0 0.0

八町校区 0 29 937 0.0 0.2 6.4 0.0 0.0 0.0

旭校区 0 0 1081 0.0 0.0 7.3 0.0 0.0 0.0

向山校区 0 638 2427 0.0 4.3 16.5 0.8 1.9 3.0

つつじが丘校区 0 226 2140 0.0 1.5 14.5 1.0 2.3 3.6

福岡校区 115 4599 6247 0.8 31.3 43.7 1.7 3.8 5.3

校区
避難者数N  [人] 物資量 D w[ton] 混雑回避変形角 R b[%]
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図 20 PGV 分布の影響を無視した避難時変形角の漸増解析 

 
図 20 より，あふれ回避変形角は，PGV の大きさが 50kine で 1.0%，100kine で 2.5%，100kine

で 4.0%になり，PGV が大きくなるほど，あふれ回避変形角は概ね比例して増加する。これ

を踏まえ，それぞれの PGV に応じたあふれ回避変形角を一点とし，10kine から 200kine ま

での点を計 20 点プロットする。まず，吉田方校区におけるあふれ回避変形角の漸増解析結

果を図 21 にまとめる。図の横軸は，PGV であり，縦軸はあふれ回避変形角である。 

 

  
図 21 吉田方校区におけるあふれ回避変形角の漸増解析結果 

 
図 21 より，吉田方校区における傾きは 3.30%であり，PGV が約 120kine 相当であふれ回

避変形角が木造住宅の安全限界に達することがわかる。続いて図 22 に他の 11 校区におけ

る，あふれ回避変形角の漸増解析結果を示す。 

 

  
図 22(a) あふれ回避変形角の漸増解析結果（松葉校区） 
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図 22(b) あふれ回避変形角の漸増解析結果（下地校区） 

 

  
図 22(c) あふれ回避変形角の漸増解析結果（花田校区） 

 

  
図 22(d) あふれ回避変形角の漸増解析結果（羽根井校区） 

 

  
図 22(e) あふれ回避変形角の漸増解析結果（松山校区） 
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図 22(f) あふれ回避変形角の漸増解析結果（新川校区） 

 

  
図 22(g) あふれ回避変形角の漸増解析結果（八町校区） 

 

  
図 22(h) あふれ回避変形角の漸増解析結果（旭校区） 

 
ここで，図 22(f,g,h)における新川，八町，旭校区以外の校区を見ると，PGV が大きくなる

ほど，あふれ回避変形角は，直線的に増加しており，傾きは 0 となる。この要因として，検

討対象としている木造住宅の全居住人数に対し，避難所の収容人数が下回っており，あふれ

が発生しない状況を表している。 

 

  
図 22(i) あふれ回避変形角の漸増解析結果（向山校区） 
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図 22(k) あふれ回避変形角の漸増解析結果（福岡校区） 

 
一例として羽根井校区を見る。PGV の大きさが 50kine の地震が発生した場合，建物の最

大層間変形角が 1.5%以上となった居住者のみを避難の対象とすることで，被災者のあふれ

を回避できる。一方で，PGV の大きさが 100kine 以上の地震が発生した場合，あふれ回避変

形角は木造建物の安全限界 3.3%を超えるため，建物が居住不可能となり，被災者のあふれ

が回避できないことが予想される。 
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図 22(j) あふれ回避変形角の漸増解析結果（つつじが丘校区） 
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6.2. あふれ回避変形角の評価 

ここでは，あふれ回避変形角により，被災者があふれやすい地域を評価する。あふれ回避

変形角は，前節の解析結果に対し最小二乗法を用いて算出したΔR（図 21,22，破線）で評価

を行う。つまり，ΔR が大きいほど，PGV に対するあふれ回避変形角が大きくなり，被災者

があふれやすい地域であることを意味する。ここで，ΔR を校区の種類ごとに比較して，図

23 に示す。 

 

 

図 23 12 校区のあふれ回避変形角の評価 

 
図 23 より，あふれ回避変形角の傾きΔR は松葉校区と羽根井校区の 2 校区が大きくなり

ほかの校区では約 3%程度となった。また，新川，八町，旭校区に関しては前節と同様に，

木造住宅の全居住人数に対し，避難所の収容人数が下回っているため傾きは 0%となる。次

に，収容人数に対する木造住宅の居住者人数を図 24 に示す。 

 

 

図 24 校区の収容人数に対する人口の割合 
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ΔR は，避難所の収容人数に影響していることがわかる。たとえば，新川，八町，旭校区

を見ると，ΔR はゼロとなった。これは，避難所の収容人数に対する木造住宅の居住者人数

（図 24）を見ると，PW/C が 1.0 以下となり，木造住宅の居住者人口が避難所の収容人数を

下回ったためである。また，羽根井校区を見ると，ΔR と PW/C は最大だった。しかしなが

ら，吉田方校区と松葉校区を比較すると，ΔR は松葉校区が大きいのに対し，PW/C は吉田

方校区が大きい。さらに，向山校区とつつじが丘を比較すると，両者の R には差がほとん

ど見られなかったものの，PW/C には比較的に差がある。 

この要因として，建物年代別の割合を図 25 に示す。 

 

 

 
図 25 建物年代別の割合 

 
図 25 より，松葉校区，向山校区は，吉田方校区，つつじが丘校区よりも地震による被害

を受けやすい（図 25，建築年代が古い）建物が多いためである。つまり，ΔR（図 23）は，

地震による被害を受けやすい建物が多い地域，および避難所の収容人数が少ない地域を定

性的に評価できていると言える。 

 したがって，ΔR（図 23）を見ると，松葉，羽根井校区は，他の校区と比べて被災者があ

ふれやすい地域であり，被災者のあふれに関する防災対策を優先的に行う必要があると言

える。また，図 23，図 24，図 25 を用いれば，被災者のあふれに関する防災対策を対象校

区ごとに提案することができる。たとえば，つつじが丘校区は，N/C の値が大きいため，避

難所の収容人数を増加させる必要がある。一方，花田校区は，避難所の収容人数を増加させ

るよりも，木造住宅の耐震化を普及させた方が，被災者のあふれを回避できる。 
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7. J-RISQ に基づいた建物被害分布 

7.1. 被害関数による建物被害推定 

 前章までは，TM システムに基づいて漸増動的解析である IDA 曲線を使用した地震応答

解析を行った。その結果より，耐震化の推進地域や，避難所の収容人数を増加させることに

よる被災者のあふれ回避の手法の検討を定量的に評価することができる。しかしながら，

IDA 曲線は，建物モデルに過去の地震波を入力した推定結果であるため，それぞれの地震に

おける建物の実被害を考慮していない。 

 そこで，本章では実被害より算出される建物被害関数を用いて，被害推定を行い，IDA 曲

線における被害推定結果との比較を行い精度の確認を行う。まず，建物被害関数における解

析手法の評価フローを図 26 に示す。 

 

 
図 26 TM システムと建物被害関数における評価フロー 

 
図 26 より，建物モデル及びクリギング法における最大地動速度分布は TM システムより

算出された解析結果を用いる。なお，本章で検討する箇所を赤枠に示す。 

 

7.2. J-RISQ に基づいた建物被害関数 

 本節では，解析で用いる建物被害関数について説明を行う。TM システムとの比較を行う

ために使用する被害関数は J-RISQ4）で使用されるものと同様のパラメータを使用する。PGV

分布における建物被害関数は次式 4)で表現される。 

(PGV)(PGV)R
InP        ・・・  (12) 

また，J-RISQ では計測震度における建物被害率を表現する場合がある。よって PGV を推定

TMシステム

[2章] 都市計画基礎調査に基づいた建物のモデル化

[4章 4.1.節] クリギング法による最大地動速度分布

[7章 7.3.節]

建物の被害分布（J-RISQ）

[4章 4.3.節]

建物の被害分布（TMシステム）

[7章 7.2.節] J-RISQに基づいた建物被害関数

赤枠（7章）：J-RISQに基づいた建物被害推定

7)
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震度へ変換するための式及び計測震度における建物被害関数は次式 4)で表現される。 

2
10 102.002 2.603log PGV 0.213 log PGVI        ・・・  (13) 

(PGV)R
IP           ・・・  (14) 

I：計測震度 

 また，J-RISQ における建物被害推定手法は M1 から M9 までの 9 区分で区分されている。

各区分における手法を表 7，各区分における入力する強震動指標を表 8 にまとめる。 

 

表 7 各区分における手法 4) 

 
 

表 8 各区分における入力する強震動指標 4) 

 

手法 構造 参考文献

M1 中央防災会議（2012）

M2 堀江（2004）

M3 堀江（2004）

M4 村尾・山崎（2002）

M5 中央防災会議（2004）

M6 佐伯ほか（2016）

M7 翠川ほか（2011）

M8 清水ほか（2016）

全壊　：門馬ほか(2018)

全半壊：翠川ほか（2011）

木造

M9

手法

M1

M2

M3

M4

M5

M7

M8

M9

M6
全壊　：計測震度

計測震度

全半壊：最大速度

計測震度

応答スペクトル

計測震度

入力強震動指標

計測震度

最大速度

最大速度

最大速度
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表 8 より，主に計測震度及び最大速度によって建物被害関数を算出する。しかしながら，

M8 に関しては応答スペクトルをもとに被害関数を算出する必要があるため，本検討では対

象外とする。次に，各区分の手法より算出された被害関数パラメータ を表 9 にまとめる。 

 

表 9 被害関数パラメータ一覧 4) 

 

l z l z

旧 6.25 0.27 5.9 0.32

中① 6.32 0.294 5.94 0.302

中② 6.48 0.335 6.06 0.336

新① 6.95 0.44 6.57 0.44

新② 7.15 0.44 6.82 0.44

新③ 7.35 0.44 6.97 0.44

旧 4.98 0.41 4.71 0.35

新 6.23 0.90 5.23 0.54

旧 4.85 0.41 4.35 0.28

新 5.96 0.88 4.63 0.37

旧 5.15 0.504 4.9 0.449

新 5.45 0.534 5.18 0.521

旧 6.40 0.32 6.01 0.327

新 6.95 0.44 6.57 0.439

旧 6.718 0.407

中① 6.748 0.414

中② 6.815 0.429

新① 7.303 0.546

新② 7.912 0.678

新③ 9.034 0.921

旧 6.469 0.137 6.351 0.224

新 6.671 0.195 6.442 0.205

M8

旧 6.60 0.25 6.351 0.224

新①，新② 6.79 0.28 6.442 0.205

新③ 7.27 0.35 6.442 0.205

木造

被害関数パラメータ

耐震基準・年代構造手法

M1 木造

全壊 全半壊

木造

木造

木造

M5

M3

M2

M4 木造

木造

M6 木造

M9

5.23

4.71 0.35

0.54

M7
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被害関数パラメータは区分ごとに耐震基準・年代の分類が設定されており，それぞれの区

分で耐震基準年が異なる。そこで本研究では，表 10 より手法ごとに以下の耐震基準・年代

を設定し，被害関数を適用する。 

 

表 10 本研究における被害関数パラメータ 4) 

 

l z l z

旧 1962年以前 6.25 0.27 5.9 0.32

中① 1963~1971年 6.32 0.294 5.94 0.302

中② 1972~1980年 6.48 0.335 6.06 0.336

新① 1981~1989年 6.95 0.44 6.57 0.44

新② 1990~2001年 7.15 0.44 6.82 0.44

新③ 2002年以降 7.35 0.44 6.97 0.44

旧 1962年以前~1980年 4.98 0.41 4.71 0.35

新 1981~2002年以降 6.23 0.90 5.23 0.54

旧 1962年以前~1980年 4.85 0.41 4.35 0.28

新 1981~2002年以降 5.96 0.88 4.63 0.37

旧 1962年以前~1980年 5.15 0.504 4.9 0.449

新 1981~2002年以降 5.45 0.534 5.18 0.521

旧 1962年以前~1980年 6.40 0.32 6.01 0.327

新 1981~2002年以降 6.95 0.44 6.57 0.439

旧 1962年以前 6.718 0.407

中① 1963~1971年 6.748 0.414

中② 1972~1980年 6.815 0.429

新① 1981~1989年 7.303 0.546

新② 1990~2001年 7.912 0.678

新③ 2002年以降 9.034 0.921

旧 1962年以前~1980年 6.469 0.137 6.351 0.224

新 1981~2002年以降 6.671 0.195 6.442 0.205

M8

旧 1962年以前~1980年 6.60 0.25 6.351 0.224

新①，新② 1981~2001年 6.79 0.28 6.442 0.205

新③ 2002年以降 7.27 0.35 6.442 0.205

木造

手法 構造 耐震基準・年代

被害関数パラメータ

全壊 全半壊

M1 木造

M2 木造

M9 木造

年代

4.71 0.35

5.23 0.54

M7 木造

M4 木造

M5 木造

M6 木造

M3
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区分ごとの耐震基準・年代は表 11 における年代を基準として年代を設定している。 

 

表 11 耐震基準・年代 4) 

 
 

次節では本節で説明した被害関数を使用し，建物被害分布を算出する。 

 

7.3. 被害関数における建物被害分布 

本節では，建物被害関数に基づいた被害分布ついて説明を行う。 

 まず，J-RISQ における被害推定は，前節で説明した耐震基準年ごとの被害率 PRをメッシ

ュにおける建物棟数 M に掛けることで年代ごとの被害棟数 MK を推定している。推定式を

次式で表現する。 

k RM P M            ・・・  (15) 

 なお，本検討では被害関数パラメータの全壊を，木造住宅の安全限界である層間変形角

3.3%に換算して被害推定を行う。豊橋市におけるメッシュごとの被害分布を図 27 に示す。 

 

  

図 27(a) 豊橋市における被害分布（M1） 図 27(b) 豊橋市における被害分布（M2） 

構造 耐震基準・年代 年代

旧 1962年以前

中① 1963~1971年

中② 1972~1980年

新① 1981~1989年

新② 1990~2001年

新③ 2002年以降

木造
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図 27(e) 豊橋市における被害分布（M5） 図 27(f) 豊橋市における被害分布（M6） 

 

  

図 27(c) 豊橋市における被害分布（M3） 図 27(d) 豊橋市における被害分布（M4） 
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図 27(g) 豊橋市における被害分布（M7） 図 27(h) 豊橋市における被害分布（M9） 

 

図 27 より，被害関数に基づいた豊橋市の被害分布は IDA 曲線における被害分布と類似し

ていることがわかる。しかしながら，被害関数に基づいた被害分布は IDA 曲線に基づいた

被害分布よりも被害の度合いが小さく，過小評価している。次に，対象校区における区分ご

との被害分布を図 28 に示す。 

 

 
図 28(a) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M1） 
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図 28(b) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M2） 

 

 
図 28(c) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M3） 

 

 
図 28(d) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M4） 
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図 28(e) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M5） 

 

 
図 28(f) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M6） 

 

 
図 28(g) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M7） 
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図 28(h) 対象校区におけるメッシュごとの被害分布（M9） 

 

図 28 より区分ごとの被害分布をみると，区分ごとに被害の度合いが異なり，M1，M5，

M7 における被害分布は他区分と比べ濃淡が表現されている。また，J-RISQ では被害推定結

果を M5 における結果を公開データとしている。被害推定結果の確認として，対象校区の

建物分布を以下の図 29 に示す。 

 

 
図 29 対象校区におけるメッシュごとの建物分布 

 

 図 29 より，コンター図が白色から赤色に変化するにつれて，メッシュにおける建物棟数

が多く分布していることを表している。被害分布と比較しても建物の集中箇所と被害箇所

がほぼ一致していることがわかる。 

以上より，前節で算出した IDA 曲線における被害推定結果と被害関数における被害推定

結果では，IDA 曲線における被害推定結果のほうが被害関数と比較して過大評価している。

しかしながら，IDA 曲線における被害推定結果と，J-RISQ における被害推定結果の分布が

類似していることから， IDA 曲線における被害推定結果を被害の上限値とし，J-RISQ にお
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ける被害推定結果を下限値とすることで，より被害に幅を持たせて推定することが可能に

なる。なお参考として，区分ごとの被害関数と入力強震動指標関係のグラフを図 30 に示す。

図 30(a,f)に関しては，赤色の線が旧築年，青色が中築年①，緑色が中築年②，水色が新築年

①，オレンジ色が新築年②，ピンク色が新築年③を示している． 

 

  

図 30(a) M1 における被害発生確率 図 30(b) M2 における被害発生確率 

 

  

図 30(c) M3 における被害発生確率 図 30(d) M4 における被害発生確率 

 

  

図 30(e) M5 における被害発生確率 図 30(f) M6 における被害発生確率 

 

  

図 30(g) M7 における被害発生確率 図 30(h) M9 における被害発生確率 
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8. 避難行動の最適化 

8.1. 避難行動の最適化について 

 前章までは豊橋市の人口集中地域である 12 校区に着目し，被災者の検討を行った。しか

しながら，校区における避難計画の場合，建物の立地環境を考慮せず，解析を行っているた

め，以下の図 31 に示すような校区線近郊に立地する建物の距離関係であっても住宅に住む

居住者は校区 A の避難所を活用しなければならない条件で検討を行った。 

 

 
図 31 避難所と校区線近郊に立地する建物の距離関係 

 

 実際に災害が発生した際に図 31 に示す住宅の居住者は，できるだけ自宅から近い距離の

避難所に避難をすると考えられる。これらの避難行動の最適化にあたって，本章ではボロノ

イ図に着目し，より詳細な避難モデルの構築を目的とする。 

 

8.1.1. ボロノイ図について 

 本節では避難行動の最適化に用いるボロノイ図について説明する。概要を図 32 に示す。

ボロノイ図とは，ある距離空間上の任意の位置に配置された複数の点に対して，空間をどの

点に最も近いかによって領域分けした図のことである。このとき，空間上に配置された点の

ことを母点と定義する。なお，ボロノイ図の境界線はボロノイ境界と呼ばれ，必ず，いずれ

か二つの母点 の垂直二等分線となる 23) 

 

 

図 32 ボロノイ図概要 

領域A 領域A
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ボロノイ図概要より，図 32 に，12 校区の避難所を母点としたボロノイ図を示す。 
 

 
図 32 12 校区の避難所を母点としたボロノイ図 23) 

 

上記の図より，12 校区の避難所の分布と比較して領域一つ当たりに避難所が配置され，

住宅の居住者が最短距離の避難所へ避難することが実現可能となる。 

次にボロノイ図における領域ごとの収容人数 19)を表 11 に示す（次ページ）。なお，本検

討における避難所は前検討と同様に公民館を指す第一指定避難所及び小学校，中学校，高等

学校を指す第二指定避難所を対象とする。また，第一指定避難所に関しては小学校の敷地内

に位置する公民館を指すため，第二指定避難所における小学校の収容人数の和とし，表 11

の合計［人］C における収容人数を検討に使用する。 
 

8.1.2. ボロノイ図における被災者の検討 

 本章では前節で算出したボロノイ図による領域ごとの被災者を算出する。なお，入力する

地震動は，これまでと同様の地震動を入力する。 

 まず 70kine 地震（4.1.3.節 倍率を加えた PGV 分布の検討を参照）における被災者を算出

する。図 33 に領域ごとの混雑度を示す。縦軸は被災者と領域ごとの収容人数の差を示して

おり，横軸は領域名を示している。また，被災者は建物の層間変形角が 3.3%以上を避難の

閾値とする。 

 なお，領域ごとの混雑度では，縦軸における差の値が正になる場合（図 33 中の黒塗り），

被災者が収容人数を上回っている状況を表現しており，差が負になる場合は，収容人数が被

災者を上回っている状況を示している。言い換えると，差の値が正である領域では避難所が

混雑している状況が想定される。また，校区における混雑度の比較を図 34 に示す。 

0 3km21

吉田方中学校

吉田方小学校 北部中学校

下地小学校

松葉小学校

豊城中学校
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松山小学校 前田南地区体育館

つつじが丘小学校

豊橋中央高等学校
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表 11 ボロノイ図における領域ごとの収容人数 19) 
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図 33 70kine 地震における領域ごとの混雑度（層間変形角 3.3%を閾値） 
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図 34 ボロノイ図と校区における混雑度比較（層間変形角 3.3%を閾値） 
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図 34 では破線で校区を表現しており，折れ線グラフは棒グラフと解析条件を同条件とし

た校区における混雑度を示している。ここで，避難所を母点としたボロノイ図による混雑度

推定では，同条件の校区における混雑度推定結果と比較して，被災者のあふれの最大値が減

少していることがわかる。よって，校区における避難計画と比較してボロノイ図では最短距

離の避難計画を再現しつつ，混雑の最大値の減少を図ることを可能としている 

しかしながら，ボロノイ図による被災者数の低減には限界があり，一例として吉田方校区

に位置する吉田方中学校及び吉田方小学校においては合計で約 4000 人が避難所からあふれ

ている．なお，解析条件として，層間変形角が安全限界である 3.3%以上の木造住宅を避難

の対象としているため，実際の大地震時には，ヒトの心理条件も加わり，さらに低い層間変

形角から避難行動がみられると考えられる．そこで次項ではボロノイ図による解析結果よ

り被災者のあふれを回避するために，避難所ごとの混雑度（ここでは被災者数/収容人数）

をもとに追加で配置する避難所の位置を提案し，再度ボロノイ図を作成し検討を行う． 

 

8.2. 混雑度に基づいた避難所の追加配置 

 ここでは，避難所の混雑回避手法について，避難所ごとの混雑度（ここでは被災者数/収

容人数）をもとに追加で配置する避難所の位置の提案を行う．避難所の追加配置に関して

は前述したように避難所のごとの混雑度を参照する．前項における条件では以下の図 35

の灰色に示す地域の避難所で混雑がみられた． 

 

 
図 35 避難所が混雑する地域（層間変形角 3.3%を閾値） 
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 図 35 より避難所の混雑がみられる地域は 12 校区の地域内では西側に集中しており，災

害時に仮設避難所の開設が考えられる．前節より，混雑度が大きい領域では，ボロノイ図に

よる避難計画が適正であるとは言い難い．そこで，本章では，避難所ごとの混雑度の大きさ

と避難所の緯度・経度情報をもとに，下式の加重平均法を用いて追加の避難所の配置計画を

行う．なお，本検討では，混雑度の大きい領域（図 3）に新たな避難所を 2 か所配置の配置

計画を行う． 

1

1

n

i i
i

n

i
i

w x
W

w
      ・・・  (16) 

ここで，W は追加避難所の重みづけ座標，n は検討する避難所数，Xi は避難所の緯度および

経度である．また，w は各避難所の重みで，本解析では，被災者数 N /収容人数 C の混雑度

を代入している．一つ目の追加避難所は，吉田方小学校，吉田方中学校，花田小学校の混雑

度を参照し，二つ目の避難所は，羽根井小学校，福岡小学校，豊橋中央高等学校の混雑度と

位置情報を，上式に代入し，追加避難所の位置を決定した．ここで，灰色の地域の避難所に

おける混雑度と避難所の経度，緯度情報を用いて算定した追加の避難所位置を図 36 に赤い

星印で示す．なお避難所の追加後のボロノイ図を図 37 に，その混雑度を以下の図 28 に示

す．図中，黒丸は領域に既存の避難所を示し，赤い星印が追加避難所の位置を示す．また，

追加の避難所における収容人数は，それぞれ 1000 人を上限値とする．図中，赤文字で示す

避難所が追加で検討した避難所である．追加避難所の配置により，被災者のあふれがみられ

た吉田方小学校，羽根井小学校，福岡小学校等で，領域が小さくなり，既存避難所の混雑度

が軽減される． 
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図 36 混雑度と避難所の経度，緯度情報に基づいた追加の避難所位置 

（層間変形角 3.3%を閾値） 

 

 

図 37 追加の避難所に基づいたボロノイ図（層間変形角 3.3%を閾値） 
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図 38 追加避難所を考慮した避難所ごとの混雑度（層間変形角 3.3%を閾値） 
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 図 38 より，追加避難所では収容人数を 1000 人として仮定した場合における混雑度推定

結果である．追加避難所を配置したことにより，混雑していた避難所において，相対的に避

難者数が減少しており，追加避難所がうまく機能している．以上より，追加避難所を領域ご

との混雑度を基準とした推定を行うことで，災害“前”に追加避難所や仮設住宅の設営規模

の検討などが可能となり防災対策の一環として参照することができると考える． 

9. まとめ 

本報告書では，愛知県豊橋市を対象として，地震災害による被災者のあふれに着目し，混

雑状況の即時推定とその防災対策について検討した。以下に知見をまとめる。 

 
[1]. まず，災害“後”に着目した検討として，南海トラフ相当地震が起きた場合の被災者数

を対象校区ごとに算出した。吉田方，羽根井，福岡校区では，被災者があふれる可能性

がある。一方，あふれた被災者を他の校区の避難所に分散すれば，被災者のあふれを回

避することができる。また，発災 7 日間の被災者数の推移を求め，これに基づき，必要

な物資量を算出した。 

 

[2]. 次いで，被災者のあふれを避けるために在宅避難が推奨される層間変形角の最小値（あ

ふれ回避変形角）を地震の大きさごとにまとめた。また，南海トラフ相当地震が起きた

場合，建物の安全限界を 3.3%とすると，吉田方，羽根井，福岡校区では，被災者のあ

ふれが回避できないことが予想される。ここまでの手法を TM システムに導入するこ

とで，被災者数，物資量，あふれ回避変形角を発災後即時に推定し，被災後復旧に活用

できる。 

 

[3]. 災害“前”に着目した検討として，建物の耐震性能に着目したあふれ回避変形角を対象

校区ごとに整理した。また，地震による被害を受けやすい建物が多い地域や，避難所の

収容人数が少ない地域を定性的に評価した。さらに，被災者のあふれを回避するため

に，避難所の収容人数の増加や木造住宅の耐震化に関する防災対策を対象校区ごとに

提案した。 

 

[4]. IDA 曲線における被害推定結果と，J-RISQ における被害推定結果の分布が類似してい

ることから， IDA 曲線における被害推定結果を被害の上限値とし，J-RISQ における被

害推定結果を下限値とすることで，より高精度な災害“前”の被害を推定することが可

能になる。 
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なお，本検討は，建物モデルを都市計画基礎調査に基づき簡略化している点，木造住宅の

みを対象としているため被害分布を過小評価している点，被災者数の推移に 2016 年熊本地

震のパラメータを採用している点について，留意する必要がある。また，今後の課題として，

被害分布の精度を向上させるために，建物モデルに非木造住宅も対象として検討する必要

がある。さらに，本報告書は，避難所に行く目安として，地震による構造骨組の被害に焦点

を当てた研究であり，火災，断水，停電被害も対象とした物的被害，土砂災害および津波被

害にも展開して検討する必要があると考える。 

付録 

本報告書では，空間補間における PGV 推定（4.章：クリギング法による最大地動速度分

布を参照）で地盤増幅度を考慮し，建物被害推定を行っている。しかしながら，同地震でも

地盤の硬質度合いによって建物の変形が異なる。そこで本報告書における付録では，検討対

象地域における地盤状態を作成し，地盤条件を考慮した建物被害推定を行う。 

 

付録 1. 建物モデルの設定 

解析モデルに関しては本文（2 章 都市計画基礎調査に基づいた建物のモデル化を参照）

のモデルと同様とする。 

 

付録 2. 地盤条件の設定 

地盤条件の設定には，NEHRP のサイト分類 25)より，深度 30m までの平均 S 波速度(以降

Vs30と呼ぶ)ごとに硬質地盤（360 cm/s< Vs30，class C），普通地盤（180 cm/s<Vs30≦360 cm/s，

class D），軟弱地盤(Vs30≦180 cm/s，class E)の 3 種類に分類した。なお，深度 30m までの Vs30

が不明な地点がある。この条件に該当する地点に関しては，翠川らの回帰式 26)を用いて，未

観測の Vs30 を算出する。なお，軟弱地盤における観測点では最大地動加速度が 500cm/s2 を

超える地震波が非常に少なく，地震波の選定ができなかったため，最大地動加速度の閾値を

300cm/s2 に引き下げ，入力地震動の対象とした。ここで，表 1 に本論における地盤種別ごと

の入力地震動を示す。 

 

表 1 地盤種別ごとの入力地震動 

 

硬質 普通 軟弱 合計

内陸直下型 108 42 11 161

プレート境界型 103 65 16 184

地盤種別

地震種別
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付録 3. 地盤条件を考慮した IDA 曲線の算定 

 本節では，地盤条件を考慮した IDA 曲線について説明する。前節（3.章 被害推定モデル

漸増動的解析による建物の応答評価を参照）で算出した IDA 曲線では，地盤条件を考慮し

ていない。そのため，建物の形状係数及び耐震基準年のみでの分類分けを行っていた。 

ここで，地盤種別をパラメータとして加えることにより，地域特性に基づいた高精度な解

析を行うことが可能となる。そこで，表１を参照して IDA 曲線の作成を行う。同時に地震

の種別においても着目し，内陸直下型及びプレート境界型に分類分けする。図 1 に，硬質地

盤における平屋の IDA 曲線を示す。なお，青色の線で 50 パーセンタイル値を示している。 

 

  

図 1(a) 1959 年基準,平屋,内陸直下型 図 1(b) 1959 年基準,平屋,プレート境界型 

 

  

図 1(c) 1981 年基準,平屋,内陸直下型 図 1(d) 1981 年基準,平屋,プレート境界型 
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図 1(e) 2000 年基準,平屋,内陸直下型 図 1(f) 2000 年基準,平屋,プレート境界型 

 

次に普通地盤における平屋の IDA 曲線を図 2 に示す。 

 

  

図 2(a) 1959 年基準,平屋,内陸直下型 図 2(b) 1959 年基準,平屋,プレート境界型 

 

  

図 2(c) 1981 年基準,平屋,内陸直下型 図 2(d) 1981 年基準,平屋,プレート境界型 
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図 2(e) 2000 年基準,平屋,内陸直下型 図 2(f) 2000 年基準,平屋,プレート境界型 

 

次に軟弱地盤における平屋の IDA 曲線を図 3 に示す。 

 

  

図 3(a) 1959 年基準,平屋,内陸直下型 図 3(b) 1959 年基準,平屋,プレート境界型 

 

  

図 3(c) 1981 年基準,平屋,内陸直下型 図 3(d) 1981 年基準,平屋,プレート境界型 
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図 3(e) 2000 年基準,平屋,内陸直下型 図 3(f) 2000 年基準,平屋,プレート境界型 

 

地盤ごとの解析結果を比較すると軟弱地盤における対象地震波数が少ないため，IDA 曲線

の勾配が単調増加せず，急勾配となっている。以降に，残りの IDA 曲線を示す。 

条件：建物形状係数 0.2（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 4(a) 1959 年基準,A2F=0.2,内陸直下型 図 4(b)1959 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 

 

  

図 4(c) 1981 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 4(d)1981 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 
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図 4(e) 2000 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 4(f)2000 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.2（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 5(a) 1959 年基準,A2F=0.2,内陸直下型 図 5(b)1959 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 

 

  

図 5(c) 1981 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 5(d)1981 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 
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条件：建物形状係数 0.2（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 6(a) 1959 年基準,A2F=0.2,内陸直下型 図 6(b)1959 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 

 

  

図 6(c) 1981 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 6(d)1981 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 
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図 5(e) 2000 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 5(f)2000 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 
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図 6(e) 2000 年基準, A2F=0.2,内陸直下型 図 6(f)2000 年基準, A2F=0.2,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.4（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 7(a) 1959 年基準,A2F=0.4,内陸直下型 図 7(b)1959 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

  

図 7(c) 1981 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 7(d)1981 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 
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図 7(e) 2000 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 7(f)2000 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.4（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 8(a) 1959 年基準,A2F=0.4,内陸直下型 図 8(b)1959 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

  

図 8(c) 1981 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 8(d)1981 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 
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図 8(e) 2000 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 8(f)2000 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.4（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 9(a) 1959 年基準,A2F=0.4,内陸直下型 図 9(b)1959 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

  

図 9(c) 1981 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 9(d)1981 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 
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図 9(e) 2000 年基準, A2F=0.4,内陸直下型 図 9(f)2000 年基準, A2F=0.4,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.6（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 10(a) 1959 年基準,A2F=0.6,内陸直下型 図 10(b)1959 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

  

図 10(c) 1981 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 10(d)1981 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 
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図 10(e) 2000 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 10(f)2000 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.6（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 11(a) 1959 年基準,A2F=0.6,内陸直下型 図 11(b)1959 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

  

図 11(c) 1981 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 11(d)1981 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 
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図 11(e) 2000 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 11(f)2000 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.6（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 12(a) 1959 年基準,A2F=0.6,内陸直下型 図 12(b)1959 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

  

図 12(c) 1981 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 12(d)1981 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 
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図 12(e) 2000 年基準, A2F=0.6,内陸直下型 図 12(f)2000 年基準, A2F=0.6,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.8（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 13(a) 1959 年基準,A2F=0.8,内陸直下型 図 13(b)1959 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

  

図 13(c) 1981 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 13(d)1981 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 
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図 13(e) 2000 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 13(f)2000 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.8（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 14(a) 1959 年基準,A2F=0.8,内陸直下型 図 14(b)1959 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

  

図 14(c) 1981 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 14(d)1981 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 
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図 14(e) 2000 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 14(f)2000 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 0.8（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 15(a) 1959 年基準,A2F=0.8,内陸直下型 図 15(b)1959 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

  

図 15(c) 1981 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 15(d)1981 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 
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図 15(e) 2000 年基準, A2F=0.8,内陸直下型 図 15(f)2000 年基準, A2F=0.8,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 1.0（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 16(a) 1959 年基準,A2F=1.0,内陸直下型 図 16(b)1959 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

  

図 16(c) 1981 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 16(d)1981 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 
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図 16(e) 2000 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 16(f)2000 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 1.0（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 17(a) 1959 年基準,A2F=1.0,内陸直下型 図 17(b)1959 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

  

図 17(c) 1981 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 17(d)1981 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 
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図 17(e) 2000 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 17(f)2000 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

条件：建物形状係数 1.0（2.2.節 建物のパラメータと復元力特性を参照） 

 

  

図 18(a) 1959 年基準,A2F=1.0,内陸直下型 図 18(b)1959 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

  

図 18(c) 1981 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 18(d)1981 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 
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図 18(e) 2000 年基準, A2F=1.0,内陸直下型 図 18(f)2000 年基準, A2F=1.0,プレート境界型 

 

付録 4. 入力する PGV 分布 

 入力地震動に関しては本文と同様（4.章 クリギング法による最大地動速度分布を参照）

の観測地震及び手法とし，豊橋市役所を基準に PGV を漸増させた 100kine 地震，70kine 地

震，35kine 地震による地震被害推定を行う。図 19 に 100kine 地震及び 35kine 地震における

PGV 分布を示す。（観測地震及び 70kine 地震に関してはそれぞれ 4.1.1.節，4.2.2.節を参照） 

 

  

図 19(a)  100kine 地震における PGV 分布 図 19(b)  35kine 地震における PGV 分布 
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付録 5. 建物の被害分布 

建物の被害分布について関しては，本文と同様に（4.2.節 建物の被害分布を参照）層間

変形角に着目して 100kine 地震における被害分布を図 20 に示す。なお，被害棟数の閾値と

して最大層間変形角が 3.3%を閾値とし，図 20(a)を豊橋市全域，図 20(b)に 12 校区を示す。 

 

 

 

図 20(a) 100kine 地震における被害分布 図 20(b) 100kine 地震における被害分布 

 

次に 70kine 地震における被害分布を図 21 に示す。被害棟数の閾値は同様に，最大層間変

形角が 3.3%を閾値とし，図 21(a)を豊橋市全域，図 21(b)に 12 校区を示す。 

 

 

 

図 21(a)  70kine 地震における被害分布 図 21(b) 70kine 地震における被害分布 

 

最後に 35kine 地震における被害分布を図 21 に示す。被害棟数の閾値は同様に，最大層間

変形角が 3.3%を閾値とし，図 22(a)を豊橋市全域，図 22(b)に 12 校区を示す。 
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図 22(a)  35kine 地震における被害分布 図 22(b) 35kine 地震における被害分布 

 

 上記に示す被害分布の結果より 35cm/s 地震では，ほぼ無被害といえる。次に 70cm/s 地震

に着目すると，地盤を考慮しない場合における被害分布結果（5.1.2.節 被災者数の推定手

法 図 15(c)を参照）と比較して，一部地域における建物被害が過小評価されている。考え

られる要因として以下の図 23 に豊橋市における地盤分布を示す。 

 

図 23 の地盤条件より，12 校

区における地盤条件では，大

半が普通地盤に属し，東部の

一部では硬質地盤，西部にか

けて軟弱地盤となっている。 

ここで，建物被害が過小評

価されている地域は軟弱地盤

に属している校区（5.1.1.節 

検討対象とする校区及び避難

所の収容人数）である。 

 要因として，軟弱地盤にお

ける IDA 曲線では，他の地盤

条件と比較して，設定してい

る地震波数に差があることが

要因と考えられる。そのため，軟弱地盤においても，ほかの地盤条件と同数程度の入力地震

を用意する必要がある。なお，本検討における IDA 曲線では入力地震波における各々の解

析結果から 50 パーセンタイル値を算出し，解析に採用していることから軟弱地盤以外の地

盤においても入力地震波数をより増やすことで解析精度が向上すると考えられる。 

 
図 23 12 校区における地盤条件 
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